ドロップシッピング被害（業務提供誘引販売取引）
静岡県会 宮内豊文
被害事例
Ａ子さんは、家庭でできる仕事をインターネットで探していたところ、ネットショップのオーナー募集のページを見つけた。ネット上にショップを開設して一般顧客から注文を受けるというもので、ネットショップの開設に係る手続きは、販売業者が一切を行い、誰でも簡単に開業でき、毎日の仕事は注文メールのチェック、商品発送依頼、質問メールへの対応だけということなので早速申込みをした。
開業当初の1週間は、僅かに注文があったものの、その後は注文もなく、開業にあたり事業者に支払った８０万円はほとんど回収できず、その支払のため月々３万円のクレジットの支払いのみが残った。
・注文が入らない。
・注文が入っても、品切れで対応できない。
1.ドロップシッピング
インターネットを利用した商品の販売で、商品をネットショップの閲覧者が注文した場合に、商品の発送を売主であるネットショップのオーナーではなく製造業者や卸売業者が行うもので、ネットショップのオーナーは、製造業者や卸売業者からの仕入価格と販売価格との差額を利益として取得できる形態のものをドロップシッピングという。
本来のドロップシッピングは、集客能力はあるが販売商品を持たない者と、販売商品を持つが集客能力や販路を持たない製造業者などの組み合わせにより、効率的なビジネスを行おうとするものである。したがって、ネットショップのオーナー自信が顧客を獲得することが本来の姿である。したがって、このような形態のドロップシッピングでは、それぞれが独立した事業者であり、一方が他方に対して業務を提供するような関係にない。
2.業務提供誘引販売取引
特商法に定める業務提供誘引販売取引は、平成12年の改正によりに新たに設けられた取引類型である。「仕事を提供するので収入が得られる」という勧誘により相手方を誘引し、提供する仕事に必要であるとして、商品等を販売する取引で、内職商法やモニター商法が代表的なものである。
これらの取引においては、収入がたやすく得られるような勧誘が行われるが、実際には勧誘時の説明に反して、収入が得られないなどの被害が発生していた。これらの被害事例においては、売買契約書には、業務が提供されることが記載されていないことが多く、業務の提供と売買契約との関係が不明確であることや、相手方が「営業のため若しくは営業として」契約をしているとも考えられ、内職商法やモニター商法が訪問販売に該当しない場合には、特商法の適用がないことなどから被害回復に障害があった。これらに対応するため、業務の提供と売買契約等を併せた一つの取引形態として、特商法の規制を及ぼしたものである。
3.ドロップシッピングと業務提供誘引販売取引
業務提供誘引販売取引は、
①物品の販売又は有償で行う役務の提供の事業であって
②販売される物品または提供される役務を利用する業務（販売業者等が自ら行う業務の提供）に従事することより得られる利益（業務提供利益）を収受し得ることをもって相手方を誘引し
③相手方（購入者）と特定負担を伴う物品の販売または役務の提供に係る取引
である（特商法51条）。
ドロップシッピングで、ネットショップのオーナーが自ら顧客を獲得する場合には、②の要件の「販売業者等が自ら行う業務の提供」がないので、特商法の業務提供誘引販売取引に該当しない※。
但し、事業者がホームページの開設・ネットショップの開設・広告の掲載等を行い、相手方（ネットショップオーナー）は顧客からの受注や入金確認・商品の仕入や発送などの業務の一部を行えば、高額な収入を得られるなどとして勧誘が行われるものについては、業務提供誘引販売取引に該当するので、具体的事例に応じて特商法の適用の判断を行うべきである。

4．一部適用除外
業務提供誘引販売取引においては、下記の表のとおり、保護の対象を、事業所その他これに類似する施設によらないで行う個人（事業所等※よらないで行う個人）のみに限定している規定が少なくない。これは、事業所等を構えて業務を行う個人は、一般的に商取引に習熟しているとの理由からである。クーリング・オフや不実告知・事実不告知による取消しといった民事効のある規定がこれに含まれていることに注意を要する。
ドロップシッピングの事例では「事業所等によらないで行う個人」につき判断した裁判例として、大阪地判平成23年3月23日（消費者法ニュース88号266頁）がある。
表「事業所等によらないで行う個人」に限定の有無
	「事業所等によらないで行う個人」に限定

	禁止行為（52条）

	合理的根拠のある資料の提出（52条の2）

	書面交付義務（55条）

	指示対象行為の一部（56条1項2号3号、規則46条）

	クーリング・オフ（58条）

	不実告知・事実不告知による取消し（58条の2）

	損害賠償額の制限（58条の3）

	「事業所等によらないで行う個人」に限定しない

	氏名等の明示（51条の2）

	広告の表示事項（53条）

	誇大広告の禁止（54条）

	合理的根拠のある資料の提出（54条の2）

	迷惑メール規制（54条の3）

	指示対象行為の一部（56条1項1号・2項）

	取引停止命令（57条）





5.ドロップシッピングを業務提供誘引販売取引と認めた事例
消費者庁が平成22年7月9日に㈱IB（以下「IB」という）に対して行った行政処分は、IBが制作し開設したネットショップを利用して行われる商品販売業務のうち「販売商品の選択及び価格決定、顧客からの受注及び入金確認、IBへの発送依頼等」の業務を相手方に提供し、相手方がこれらの業務に従事することにより収入を得ることができると誘引し、ホームページの制作・ネットショップの開設等の役務の提供に係る代金の負担を伴う取引として、業務提供誘引販売取引に該当することを前提に、業務提供利益に関する事項に係る不実告知などを理由に行政処分を行った（消費者庁ホームページ）。
また、東京都が平成22年3月1日にドロップシッピングサービス事業者2社（㈱ネット・㈱バイオインターナショナル）に対して行った行政処分も同様の事案である（東京都ホームページ）。
裁判例としては、大阪地方裁判所平成23年3月23日判決がある（消費者法ニュース88号266頁）。
業務提供誘引販売取引とドロップシッピング

③商品
 










  ①注文

6.概要書面と契約書面の交付
業務提供誘引販売業者は、概要書面を特定負担についての契約を締結する前に交付し、契約書面を業務提供誘引販売契約を締結後に遅滞なく交付することが求められている（特商法55条1項、2項）。業務提供誘引販売取引は、業務提供利益を収受できるとの誘惑的な勧誘により特定負担を伴う売買契約や役務提供契約が締結され、商取引に不慣れな個人が契約内容を充分認識しないまま契約関係に入ることや、契約内容が複雑であり、トラブルが発生しやすい取引であることから、契約前と契約後のニ段階の書面交付を定めたものである。
また、このようなことから、業務提供誘引販売取引のクーリング・オフの行使期間は20日間と長期に設定されている（特商法58条1項）。
契約書面の記載
	概　要　書　面
	契　約　書　面

	特商法規則43条１項
	特商法5５条2項
	特商法規則4４条

	一　業務提供誘引販売業者を行う者の氏名（名称）・住所・電話番号・法人代表者の氏名
二　商品の種類・性能・品質に関する重要な事項（権利・役務の種類・内容に関する重要な事項）
三　商品名
四　商品・役務を利用する業務の提供又はあっせんについての条件に関する重要な事項
五　特定負担の内容
六　契約の解除の条件その他の当該業務提供誘引販売業に係る契約に関する重要な事項
七　抗弁の対抗ができること
	一　商品の種類・性能・品質（権利・役務の種類）及びこれらの内容に関する事項
ニ　商品・役務を利用する業務の提供又はあっせんについての条件に関する事項
三　特定負担に関する事項
四　契約の解除に関する事項（クーリング・オフを含む。）
	一　業務提供誘引販売業を行う者の氏名（名称）・住所・電話番号・法人代表者の氏名
ニ　契約担当者の氏名
三　契約年月日
四　商品名・商品の商標（製造者名）
五　特定負担以外の義務についての内容
六　抗弁の対抗ができること


(1)契約目的物の特定
概要書面・契約書面で商品や役務の内容を具体的に特定することが必要である。特商法55条2項1号は、契約締結時の書面の記載事項として「商品の種類及びその性能若しくは品質又は施設を利用し若しくは役務の提供を受ける権利若しくは役務の種類及びこれらの内容に関する事項」と規定し、特商法施行規則44条4号で「商品名及び商品の商標又は製造者名」と規定している。通達においては、特商法55条1項（規則43条）の概要書面についてであるが「記載すべき事項は、商品、権利又は役務によりまちまちであるが、あくまで客観的な事実の記載でなければならず主観的、あいまいな記載は本号の記載とみなされない。
具体的には、パソコンの処理能力、ワープロ研修を提供する者の資質等はこれに該当することになる」とされている。商品の売買契約においては法律および規則の規定に従った記載をすることにより契約の目的物を特定することが容易であろうが、役務については、提供される役務の内容を具体的に記載することが必要と考えられ、客観的に明らかになるような記載がない場合には、法定書面の記載不備となるであろう。
(2)業務提供の条件
特商法55条2項2号は「商品若しくは提供される役務を利用する業務の提供又はあっせんについての条件に関する事項」を記載することを定め、より具体的には特商法規則45条2項1号で以下のとおり詳細に定めている。
	商品若しくは提供される役務を利用される役務を利用する業務の提供又はあっせんについての条件に関する事項

	イ　提供し、又はあっせんする業務
ロ　１週間、１月間その他の一定の期間内に提供し、又はあっせんする業務の回数又は時間その他の提供し、又はあっせんする業務の量
ハ　一回当たり又は一時間当たり業務に対する報酬の単価その他の報酬の単価が定められている場合には、その単価
ニ　ロ及びハにより定められるものその他の業務提供利益の計算の方法
ホ　ニに掲げるもののほか、業務提供利益の全部又は一部が支払われないこととなる場合があるときは、その条件
へ　ニ及びホに掲げるもののほか、業務提供利益の支払の時期及び方法その他の業務提供利益の支払の条件


業務提供誘引販売取引の被害事例で、特定負担を支払ったが、契約前の説明と異なり、能力が一定のレベルに達していないなどの理由により業務が提供されないなどの被害事例がある。
これについては、特商法規則により、業務が提供された場合の業務提供利益の支払条件は、具体的に記載することが要求されている（特商法規則45条2項1号ハ、ニ、ホ）が、業務が提供されない場合の記載については必ずしも明確ではない。しかし、どの程度の業務が提供又はあっせんされるかを明らかにすることが求められているので（特商法規則45条2項1号ロ）、業務が提供されない場合がある場合は、これを記載することが必要であろう。
消費者庁・経済産業省の見解でも、業務形態等の関係で、具体的数値を掲げられない場合には「業務提供回数については約束できない」等を明確に記載する必要があろうとされている（前掲「特定商取引に関する法律の解説」（商事法務）330頁）。
そうすると、契約者の能力が一定レベルに達しない場合に業務が提供されないことが予想される場合には、これを明らかにする必要があり、「業務が提供されない場合がある」「○○に合格しない場合には業務が提供されない」などを記載する必要があると考えられる。
(3)特定負担に関する事項（特商法55条2項3号）も、業務提供誘引販売取引に関する契約を締結するにあたっては重要な事項である（特商法規則45条2項2号）。
	当該業務提供誘引販売取引に伴う特定負担に関する事項

	イ　商品（施設を利用し及び役務の提供を受ける権利を除く。）の購入については、その購入先、数量、金額、代金の支払の時期及び方法並びに当該商品の引渡しの時期及び方法
ロ　権利の購入については、その購入先、金額、代金の支払の時期及び方法並びに当該権利の移転の時期及び方法
ハ　役務の対価の支払については、その支払先、金額、対価の支払の時期及び方法並びに当該役務の提供の時期及び方法
ニ　取引料の提供については、その提供先、金額、性格並びに提供の時期及び方法
ホ　取引料のうち返還されるものがあるときは、その返還の条件


7.概要書面・契約書面とクーリング・オフ
業務提供誘引販売取引のクーリング・オフは、特商法58条1項に「第55条第2項の書面を受領した日から起算して20日を経過したときを除き、書面によりその業務提供誘引販売契約の解除を行うことができる」と規定されている。同法55条2項の書面は、業務提供誘引販売取引を行う者が、業務提供誘引販売契約を締結した場合に、遅滞なく相手方に交付するよう定められた法定書面である。したがって、業務提供誘引販売契約のクーリング・オフの行使期間は、法定書面が交付された時から20日間である。
業務提供誘引販売取引は、連鎖販売取引・特定継続的役務提供と同様に、概要書面と契約書面の２段階交付が定められている(特商法37条、41条、55条)。特商法55条は、業務提供誘引販売取引の書面について規定し、1項で概要書面は契約を締結するまでに交付するよう規定し、2項で、契約書面（契約書に限らないが、一般的には契約書）を契約締結後に遅滞なく交付しなくてはならないと規定している。特商法は、概要書面と契約書面の同時交付を認めていないので、相談においてはこの書面の交付時期を明確に押さえておく必要がある。なぜなら、クーリング・オフの行使期間は、法定書面が交付された時からスタートするのであり、適正な時期に交付されていない場合には、書面不交付と評価できるからである。
業務提供誘引販売取引を電話で勧誘を受けている場合などで、その支払に個別クレジットを利用する場合を想定してみよう。勧誘されている者が契約する意思を表示すると、概要書面と契約書面とクレジットの申込書面が一緒に送られてくることが多い。
この場合に、電話で契約する意思を表示しているが、一般的なクレジットの申込書面には「契約の成立は、個別クレジットの審査をパスして、クレジット業者が契約成立を販売業者に通知した時」とされているので、契約の成立は電話での意思表示より後になる。
そうすると、個別クレジット利用の場合には、電話で一応の合意をしても契約が成立していないので、この段階で交付された書面は、法律が予定している交付時期（特商法55条2項）に交付していないので、「特定商取引法55条2項書面」との記載があったとしても、法定の書面を交付していないと評価できる。法定書面を交付していないのであるから、クーリング・オフの行使期間は進行せず、書面の記載事項以前の問題としてクーリング・オフの主張ができる。
この契約書面の交付時期に関する裁判例は、隔地者間で連鎖販売に関する事案で「契約書面の交付を求めた趣旨は，契約内容の明確による判断の適正を図ることのみではなく，既に契約をした者にその契約についての熟慮を促すこともあるというべきであり，その上，契約書面は，連鎖販売契約を「締結した場合において」，「遅滞なく」交付されることが要求されていること（同法37条2項）からすれば，契約締結前に契約内容を明らかにする書面が交付されたとしても，それにより，クーリング・オフは制限されないというべきである」として、法律の予定した時期以前に契約書面を交付したとしても書面を交付した評価できずクーリング・オフを認めた（京都地判平成19年1月26日裁判所ホームページ）。
※ネットショップオーナーは独立の事業者であり、自らの努力で顧客を集客しなければ利益が上がらない。したがって、ドロップシッピング業者が、ネットショップオーナーに対して業務を提供する関係にない。





※齋藤・石戸谷・池本「特定商取引法ハンドブック」（日本評論社）581頁


パソコンや軽貨物自動車などの機材を用いて行う場合であっても、専ら契約者本人が業務を行うための補助的機材として利用するものについては、個人的労務とその補助手段を用いるにすぎず、事業所に類する施設とはいえない。





※圓山茂夫「特定商取引法の理論と実務」（民事法研究会）631頁


例えば、自宅の一室に私用のために置いているパソコンを使って業務を行っているような場合には、一般的には『事業所等』にはあたらず





※消費者庁、経済産業省編「特定商取引に関する法律の解説」（商事法務）312頁


「事業所等」とは、当該業務を行うことを目的として相当程度の永続性を有する施設を意味する。例えば自宅とは別に、店舗や事業専用の場所を構えて、そこで永続的に業務を行う場合や、関係する業規制法上の許可や届出等の適正な手続をした上でこれに対応した実質のある事業を行っているような場合については、一般的にこの「事業所等」に該当するものと考えられ、このような場所で業務を行う個人は、通常、これら条項の適用の対象外となる。一方、例えば、自宅の一室に私用のためにおいているパソコンを使って業務を行うような場合には、一般的には「事業所等」には当たらず、このように自宅で業務を行う個人は本法の適用の対象となる。
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